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○ 広島市消費生活センターが平成２５年度から平成２７年度にかけて受けた消費生活相談の件

数は、９，７０９件から８，４９８件まで減少し、３年間で１，２１１件減少した。

（平成２５年度が９，７０９件、平成２６年度が９，３３９件、平成２７年度が８，４９８件） 

その中で架空請求・不当請求の相談件数については、平成２５年度が１，２７２件、平成２

６年度が１，７００件、平成２７年度が１，５７３件となっている。 

 

○ 契約当事者の年齢別では、６０歳以上の割合は平成２５年度（４２．１％）から平成２６年

度（４１．９％）にかけて４０％を超えて推移していたものの、平成２７年度には３７．８％

と、２年ぶりに４割を下回り、３年間連続して減少傾向にある。 

 一方、２０歳未満から５０歳代以下の割合については、３年間連続して増加傾向にある。 

（平成２５年度が５７．９％、平成２６年度が５８．１％、平成２７年度が６２．２％） 

 

〇 平成２５年度から平成２７年度の特徴として、インターネット通信サービス（主に光ファイ

バー通信契約やプロバイダ契約など）や移動通信サービス（携帯電話やスマートフォン、モバ

イルデータ通信サービスなど）に関する相談が３年間で約２倍に増加している。 

・【インターネット通信サービス】平成２５年度：２４８件、平成２６年度：４５１件、平成２７年度：４７５件 

・【移動通信サービス】平成２５年度：１５２件、平成２６年度：１７１件、平成２７年度：３０２件 

一方、減少幅が大きいものは健康食品及び融資サービスである。 

・【健康食品】平成２５年度：５２９件、平成２６年度：１２８件、平成２７年度：１６６件 

・【融資サービス】平成２５年度：４６５件、平成２６年度：４７４件、平成２７年度：３４３件  

 

○ 商品・役務別では、平成２５年度から平成２７年度にかけて一貫して１位が「放送・コンテ

ンツ等」、２位が「レンタル・リース・貸借」となっている。 

・【放送・コンテンツ等】平成２５年度：１，６８５件、平成２６年度：１，９２２件、平成２７年度：１，８２８件 

・【レンタル・リース・貸借】平成２５年度：６９８件、平成２６年度：６３３件、平成２７年度：５７２件  

 

 

資料６ 
 

平成２５年度～平成２７年度における消費生活相談の推移 
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１ 相談件数の推移 

 

平成２７年度に広島市消費生活センターに寄せられた相談件数は８，４９８件となっており、前

年度に比べ８４１件（９．０％）の減少となった。このうち、架空請求・不当請求に関する相談は、

ＳＭＳ（ショートメッセージサービス）やメール、ハガキを悪用した架空請求が依然として多く、 

前年度（１，７００件）に比べて１２７件（７．５％）減少したものの、１，５７３件となった。 

また、架空請求・不当請求を除いた相談件数は６，９２５件で、前年度に比べ７１４件

（９．３％）減少した。このうち、減少数の大きい項目はファンド型投資商品に関する相談（２２

２件⇒７１件、１５１件減）であった。 

 
 

２ 契約当事者の性別・年齢別件数 

 

(1) 性別構成 

 性別で見ると、女性の割合が１０ポイント程度高い。 

 

(2) 高齢者に関する相談割合の推移 

近年、本市における６０歳以上の人口割合は増加を続けているが、平成２７年度では年齢不明

分を除いた年齢別構成で３７．８％と、２年ぶりに４割を下回った。７０歳以上は年代別の相談

件数で最も多い。 

 

 (3) 若年者に関する相談割合の推移 

若年者（３０歳代以下）については、相談件数が約２，０００件と大きな変化は見られない。 

これはインターネット通信サービス（主に光ファイバー通信契約やプロバイダ契約など）や移動

通信サービス（携帯電話やスマートフォン、モバイルデータ通信サービスなど）に関する相談が減少

しないことが要因と考えられる。 
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図表２．契約当事者の性別件数
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図表３．契約当事者の年齢別件数
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３ 商品・役務別相談件数 

 
図表５．相談件数の上位１０位の相談件数と相談内容                （単位：件） 

順位 区    分 27 年度 26 年度 25 年度 主 な 内 容 

１ 放送・コンテンツ等 1,828 1,922 1,685 

インターネット上の架空・不当請求のほか、

出会い系サイトやオンラインゲーム、公共放

送の契約や勧誘方法に関する相談など 

２ 
レンタル・リース・

貸借 
572 633 698 

賃貸アパートの契約や修理費、敷金の返還に

関するトラブルなど 

３ 
インターネット通信

サービス 
475 451 248 光ファイバー通信契約やプロバイダ契約など 

４ 商品一般 416 532 352 

個別の区分として分類できない商品・サービ

スに係る消費生活相談。料金未納などと記載

された架空請求葉書や店の対応に関する苦情

など 

５ 相談その他 412 499 458 
消費生活相談以外の相談。交通事故や貸

金の回収など契約以外の民事相談 

６ 融資サービス 343 474 465 多重債務・ヤミ金融など 

７ 移動通信サービス 302 171 152 
携帯電話やスマートフォン、モバイルデータ

通信サービスなど 

８ 役務その他 246 254 254 

金融商品やワンクリック請求の被害回復をう

たうサービス、結婚相手紹介サービス、祈と

うサービスなど 

９ 工事・建築・加工 229 260 276 
住宅の不具合や、屋根、床下、塗装、リフォ

ーム工事など 

１０ 健康食品 166 128 529 
通信販売に係る解約や定期購入等の契約内容

に関するトラブルなど 
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図表４．高齢者・若年者の相談割合の推移
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 (1) 相談件数の多いものの概要 

 

①放送・コンテンツ等 

相談件数が最も多かったのは６年連続で「放送・コンテンツ等」であり、商品・役務別相談件

数の中でも際立って多い件数となっている。このうち、７～８割がアダルトサイトやメールなど

によるデジタルコンテンツの架空請求・不当請求によるものである。これは、架空請求・不当請

求に関する全相談件数のうち、約９割を占めるものであり、近年の架空請求・不当請求は、ほと

んどがインターネットに関連するという特徴がある。その他の「放送・コンテンツ等」における

相談では、公共放送の契約や勧誘方法に関する相談が多く、出会い系サイトや未成年者などのオン

ラインゲームの課金によるトラブルも目立っている。 

 

  ②レンタル・リース・貸借 

   次に多く寄せられた相談は「レンタル・リース・貸借」となり、５年連続で第２位となった。

このうち賃貸住宅の敷金返還と退去の際の修繕費用の請求、賃貸住宅の修繕に関する相談などが

多く、その他に貸衣装の契約や電気温水器や給湯設備のリース契約、レンタカー契約についての

相談が寄せられた。 

  

 

  ③インターネット通信サービス（プロバイダの遠隔操作による変更契約等） 

   相談件数の増加が著しいのは、「インターネット通信サービス」で平成２５年度が２４８件、

平成２６年度が４５１件、平成２７年度は４７５件となっている。これは遠隔操作によるプロバ

イダ変更勧誘トラブルや平成２７年２月から光回線サービスの卸売が開始したことで、主に新規

参入業者などの事業者の販売攻勢が強まり、契約及び解約に関する相談が増加していることが一

因と考えられる。主な相談内容は、光ファイバー通信契約やプロバイダの契約及び解約に関する

相談が大半である。 

相談内容は、あたかも現在契約している通信事業者であるかのように名乗り「月々の料金が安

くなる」と勧誘し、口頭で承諾を得た後すぐに遠隔操作でプロバイダの変更設定をするというも

のが一例として挙げられる。勧誘する事業者の十分な説明がないことが原因であり、消費者はプ

ロバイダの変更契約であったことを理解しておらず、登録完了通知が届いて初めて判明するケー

スが多い。電気通信に関する契約は電話勧誘でもクーリング・オフの適用が無いことがトラブル

の解決を困難にしてきたが、改正電気通信事業法が平成２８年５月２１日に施行されたことに伴

い初期契約解除制度が導入されたことにより、今後消費者保護ルールの浸透が期待される。 

 

  ④商品一般 

   「商品一般」は、平成２５年度は３５２件、平成２６年度は５３２件、平成２７年度は１１６

件（２１．８％）減少し、４１６件となった。このうち、架空請求・不当請求によるものは前年

度に比べて６２件減少し５１件となった。その他では、公的機関を語った不審な電話や「不用品

を買い取る」など、個別の区分として分類できない商品やサービスに係る消費生活相談が寄せら

れた。 
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 (2) 年齢別の特徴 
○ ７０歳以上を除いた全ての年齢層で「放送・コンテンツ等」が最多の相談件数となってい

る。スマートフォンの普及などによりインターネットがより身近なものになったことが背景

と考えられる。特に２０歳未満では「放送・コンテンツ等」が全相談件数の６０％を超えて

２位以下を大きく引き離しており、アダルトサイトのワンクリック請求やオンラインゲーム

の課金に関する相談が目立っている。 

○ 「レンタル・リース・貸借」は、賃貸住宅における敷金や預り金の返還に関する相談が多

いことから、２０～５０歳代までの年齢層において上位に入っている。 

〇 「融資サービス」については、３年連続で２０～６０歳代までの年齢層において上位５位

にランクインしており、幅広く相談がある。 

○ ７０歳以上においては、「ファンド型投資商品」（いわゆる劇場型勧誘による「買え買え

詐欺」の相談）が平成２５年度では２１２件、平成２６年度では１５４件と非常に多かった

が、平成２７年度は４０件（第９位）まで減少した。 

 

 

 

図表７．年齢別相談件数の上位５位                      （単位：件） 

年齢別 

件数 
年度 

順位 

１位 ２位 ３位 ４位 ５位  

件数 

２０歳 

未満 

２５ 
 

放送・コンテ

ンツ等 
履物 玩具・遊具 相談その他 健康食品など 

２８２ １９７ ８ ６ ５ ４ 

２６ 
 

放送・コンテ

ンツ等 
相談その他 

レンタル・ 

リース・貸借 
商品一般 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

２４３ １７３ ７ ５ ４ ４ 

２７ 
 

放送・コンテ

ンツ等 
健康食品 教室・講座 役務その他 

レンタル・ 

リース・貸借 

２３０ １３９ １３ １０ ６ ５ 

２０歳

代 

２５ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
理美容 融資サービス 自動車 

８２３ １９６ ９４ ８０ ５４ ２７ 

２６ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
理美容 融資サービス 相談その他 

７７８ ２３３ ５９ ５８ ４４ ２６ 

２７ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 

移動通信 

サービス 
理美容 融資サービス 

７５０ ２０２ ７３ ５９ ５３ ４０ 

３０歳

代 

２５ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 相談その他 理美容 

１，０６２ ２７４ １３０ ８５ ４０ ２８ 

２６ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 相談その他 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

１，０１１ ２９３ １１３ ７１ ４０ ３２ 

２７ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

融資サービス 
移動通信 

サービス 

９５６ ２３０ １０３ ４９ ４２ ３７ 



８ 

 

年齢別 

件数 
年度 

順位 

１位 ２位 ３位 ４位 ５位  

件数  

４０歳

代 

２５  

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 相談その他 商品一般 

１，２２４ ３３０ ８９ ８４ ４２ ３９ 

２６  

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

商品一般 

１，２２７ ３８７ ７９ ７２ ５９ ４８ 

２７ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

レンタル・ 

リース・貸借 

移動通信 

サービス 
融資サービス 

１，１６１ ３６８ ８７ ７８ ５３ ５１ 

５０歳

代 

２５ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 相談その他 

工事・建築・

加工 

９４７ ２３２ ７０ ５８ ３６ ３４ 

２６ 

 

 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 商品一般 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

８５７ ２１５ ５６ ４９ ４６ ３９ 

２７ 

 

 

放送・コンテ

ンツ等 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 商品一般 

８０８ ２３０ ６７ ４０ ４０ ３８ 

６０歳

代 

２５ 
 

放送・コンテ

ンツ等 
相談その他 融資サービス 

レンタル・ 

リース・貸借 
商品一般 

１，０７７ １８１ ４９ ４７ ４６ ４５ 

２６ 

 放送・コンテ

ンツ等 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

商品一般 融資サービス 
レンタル・ 

リース・貸借  

１，１４１ ２５３ ８７ ７９ ６３ ４８ 

２７ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

融資サービス 商品一般 
レンタル・ 

リース・貸借 

９６３ ２２４ ６３ ５３ ４９ ４３ 

７０歳

以上 

２５ 
 健康食品 

ファンド型 

投資商品 
商品一般 

預貯金・ 

証券等 

工事・建築・

加工 

２，０７５  ３８８ ２１２ １２４ ８８ ８３ 

２６ 

 

 

１，８２３ 

商品一般 ファンド型 
商品一般 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

相談その他 

 投資商品  

１８０ １５４ １５３ １１７ １０７ 

２７ 

 

 

 

商品一般 
放送・コンテ

ンツ等 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

健康食品 相談その他 

１，４１２ １４０ １３９ ８８ ７０ ６６ 

 

 

 

 

 



９ 

 

 

年齢別

件数 
年度 

順位 

 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 

件数       

年齢 

不明 

 

２５ 
 

レンタル・ 
リース・貸借 

放送・コンテ

ンツ等 
相談その他 融資サービス 

工事・建築・

加工 

２，２１９ ２２７ １９２ １８７ ９１ ９０ 

２６ 

 レンタル・ 
リース・貸借 

放送・コンテ

ンツ等 
相談その他 商品一般 融資サービス 

 

２，２５９ ２２５ ２１５ ２１０ １２５ １２１ 

２７ 
 

放送・コンテ

ンツ等 
相談その他 

レンタル・ 

リース・貸借 
商品一般 

インターネッ

ト通信サービ

ス 

２，２１８ ２９６ ２０８ １９０ ９５ ９３ 

合 計 

２５  

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
健康食品 融資サービス 相談その他 

９，７０９ １，６８５ ６９８ ５２９ ４６６ ４５８ 

２６ 
 

９，３３９ 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
商品一般 相談その他 融資サービス 

１，９２２ ６３３ ５３２  ４９９ ４７４ 

２７ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 

インターネッ

ト通信サービ

ス 
商品一般 相談その他 

８，４９８ １，８２８ ５７２ ４７５ ４１６ ４１２ 

 

 

  



１０ 

 

４ 特殊販売（店舗によらない販売形態）に関係する相談件数 
 

(1) 各販売形態の年度別特徴 
○ 特殊販売に関係する相談件数は、平成２５年度、平成２６年度に増加していたが、平成２７年

度は前年度に比べて５５６件減少して４，３１７件となった。全相談件数に占める割合は５０．

８％となり１．４ポイント低下した。 

○ 「訪問販売」は平成２３年度に７４１件の相談が寄せられた以降は減少に転じ、平成２７年度

は４９９件と６７％程度まで減少している。その中で最も多いのは光回線に係る相談である。 

○ 「通信販売」はスマートフォンやタブレット等の普及を背景に、平成２７年度は前年度から２

４８件減少して２，８０９件となったものの、特殊販売の中での相談件数は大きな割合を占めて

いる。そのうち、約半数がアダルトサイトに係るワンクリック請求など、架空請求・不当請求に

よるものである。 

○ 「マルチ販売」は近年増加傾向にあり、平成２７年度は前年度に比べて１２件増加した。主に

オンラインカジノのアフィリエイト（※）や化粧品に関係する相談が寄せられた。 
※アフィリエイトとは、一般的には提携先の商品広告を自分のウェブサイト上に掲載し、その広告をクリック

した人が提携先から商品を購入する等した場合、一定額の報酬を得られるというもの。 

○ 「電話勧誘販売」は平成２２年度以降増加傾向にあったが、平成２５年度の１，１９２件を境

に減少に転じ、平成２７年度は７１８件となった。相談の主なものとしては、インターネット通

信サービスに係る勧誘や劇場型の投資詐欺、個人情報の削除サービス、魚介類の送り付け商法な

どが挙げられる。 

○ 「訪問購入」に関する相談は７７件で前年度と同水準で推移している。主に貴金属買取及び不

用品買取である。平成２５年２月の改正特定商取引法施行後も法令違反が疑われる悪質な相談が

寄せられており、注意が必要である。 

 

 

 

図表８．特殊販売の年度別内訳                        （単位：件） 

区     分 
平成２３年度 

(2011 年度) 

平成２４年度 

(2012 年度) 

平成２５年度 

(2013 年度) 

平成２６年度 

(2014 年度) 

平成２７年度 

(2015 年度) 

特  殊  販  売 （ Ａ ） ４，３６０ ４，２７７ ４，９０８ ４，８７３ ４，３１７ 

 訪問販売 ７４１ ７３１ ６２１ ５７７ ４９９ 

 通信販売 ２，６７６ ２，５０９ ２，８０５ ３，０５７ ２，８０９ 

 マルチ販売 １２３ １３７ １０４ １２９ １４１ 

 電話勧誘販売 ７４４ ７６８ １，１９２ ９７１ ７１８ 

 ネガティブオプション(送りつけ商法) ２０ ７６ ８５ １７ １４ 

 訪問購入 ― ※ １２ ４４ ８２ ７７ 

 その他無店舗販売 ５６ ４４ ５７ ４０ ５９ 

相 談 件 数 （ Ｂ ） ９，２２２ ９，０４４ ９，７０９ ９，３３９ ８，４９８ 

相談件数に占める割合 (Ａ/Ｂ) ４７．２％ ４７．３％ ５０．６％ ５２．２％ ５０．８％ 

※「訪問購入」は平成２５年２月の改正特定商取引法施行後の件数 

 

 

 

 

 

 

 


